
資料６

特定防除資材の指定が保留されている資材の今後の取扱いについて（案）

１ 特定防除資材の指定が保留されている資材の課題について

農薬取締法の平成１４年の改正により、農薬取締法第１条の２第１号に定義され

た農薬については、農薬として農林水産大臣の登録を受けるか特定防除資材に指定

、 、 。されない限り 農薬としての製造・販売はもとより 使用も禁止されることとなる

特定防除資材の指定が保留されている資材（以下 「保留資材」という）は、いず、

れも、データの未整備等により薬効についての客観的な判断ができないという理由

から、そもそも農薬であるかどうかの判断が保留されているものである。こうした

ものの中には、いわゆる「植物活力剤」や「土壌改良材」等が多く存在しており、

これらの資材については現に商品として農業用に販売され、その中には農薬的に使

用されていると思われるものが少なくない。

２ 販売されている保留資材の今後の取扱いについて

これら商品として販売されている保留資材については、製造者や輸入者が農業用

として販売に供することを目的として製造されたものであり、特定防除資材に指定

された場合、製造者等が利益を得ると判断されることから、国において評価に必要

な薬効や安全性の資料を作成するになじまず、原則として製造者等から国へこれら

の資料の提供がなされ、国がこれを受けて指定の可否を判断すべきものと考えられ

る。しかしながら、製造者等からの資料の提供が不十分な現状のままでは、農薬に

該当する可能性のある資材が農薬外の目的で販売され、農薬目的で使用することが

容認されている状況が継続することとなることから、以下の取り組みを行うことと

する。

（１）保留資材のうち特定防除資材指定のための評価に必要な資料の提供等がなさ

れていない資材であって、以下の①～③の要件を備えるものについては、優先

度の高いもの（複数の要件を満たすか、安全性に懸念があるか、広く普及して

いるか等を考慮し判断）から順に、農林水産省委託事業の「農薬的資材リスク

情報収集事業」を活用して薬効試験や文献調査等を行い（委託先： 財）残留（

農薬研究所 、薬効の有無（すなわち農薬かどうか）を確認することとする。）

① 一般の市場において、直接農薬の効果を謳って販売されているか、または

その有効成分について農薬の効果を示唆して販売されているもの

② 使用者が一般に農薬として使用している旨を記載した宣伝資料等が広く配



布されていること等により、農薬としての性格が客観的に判断できるもの

③ 原材料の中に、海外で農薬として登録がなされている成分を含むか、また

は殺虫・害虫忌避・抗菌、植物成長調整作用等を有することが文献等で確認

されている成分を含むもの。

（２）薬効試験によりその効果が確認されたものについては、さらに必要に応じて

同事業を活用して化学合成農薬の混入の確認を行い、化学合成農薬の混入等が

確認されたもの並びに確認されなかったものであって、当該資材の原材料に照

らし農作物、人畜及び水産動植物に対し害を及ぼすおそれがないことが明らか

であるとはいえないものは、早急に特定農薬合同会合等で検討の上、保留を解

除するとともに、当該資材を農薬として使用することは、農薬取締法の違反と

なる旨を周知することとする。

（３）この措置により薬効を確認する製品は、平成１７年度に１０剤以上を目標と

する。

３ 販売されている保留資材等が特定防除資材に該当するかの評価について

特定防除資材に該当するか否かを判断するための「評価指針」については本年３

月に、また 「特定防除資材の指定に関する資料を提出する際の資料概要の様式及、

び記入例」については５月に策定・公表したところである。従って、誰もが特定防

除資材の指定のための評価に必要な資料の内容を知り得ることができる。またデー

タを作成し、国に提供することも可能となっている。

このため、製造者等の関係者が自ら保留資材の評価に必要なデータを作成し、農

林水産省・環境省へ当該資料の提供等がなされたばあいは 「評価指針」に従って、

評価を行うこととする。



特定農薬としての指定が保留されている資材の整理フロ－（案）

現在指定が保留されている資材
（約３５２種類約４９４資材）

評価指針に基づく検討対象資
材に当たるか？

平成１４年に情報提供のあった資材
（約４３０種類約７４０資材）

　特定農薬として指定（３種類１４６資材）
　特定防除資材に該当しない資材
　　農薬として登録が必要（１７種類３０資材）
　　農薬でないもの（５８種類７０資材）

すでに整理済

農業用資材として販売されてい
るか？

ＹＥＳ

　特定防除資材に該当しない資材への追加
今回再整理

ＮＯ

　特定防除資材に該当しない資材への追加
　　化学合成物質に該当するもの
　　抗生物質に該当するもの
　　天敵微生物に該当するもの
　　化学合成物質が補助成分に入っているもの

販売業者からのデータ提供があ
るか？

ＹＥＳ

農薬としての効果を示唆して
いる又は効果が確認されて
いる成分を含む資材か？

ＮＯ

ＮＯ 　国により優先度の高いもの（安全性に懸念がある、
広く普及している等）から薬効及び安全性に係る情報
収集を実施し、資料の整ったものから評価を実施

ＹＥＳ
　資料の整ったものから評価を実施

ＮＯ 　販売業者からのデータ提供を求めるとともに、優先
度の高いものについては、国により情報収集を実施す
ることについて引き続き検討

ＹＥＳ

　国により優先度の高いものから薬効に係る情報収集
等を実施

農薬としての薬効がある
か？

ＮＯ 　特定防除資材に該当しない資材（農薬でないもの）と
して整理

ＹＥＳ

化学合成農薬の混入等はあ
るか？

ＹＥＳ
　無登録農薬として取締りを実施

ＮＯ

安全性に係る情報がある
か？

ＮＯ 　農作物等、人畜及び水産動植物に害を及ぼすおそ
れがないことが明らかとなるまで、農薬として使用でき
ないものとして整理

ＹＥＳ

　評価を実施

今回整理


